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令和元年第３回中間市議会定例会会期日程（案） 

（会 期 ９月３日～９月２６日：２４日間） 

月   日 曜 本 会 議 委員会 審   査   事   項 

 ９月 ３日 火

開   議

午前１０時

１．会期の決定 

２．承認第５号～承認第６号 

３．認定第１号～認定第１０号 

４．第３７号議案～第５３号議案 

 [ 議案上程・提案理由説明 ] 

 ９月 ４日 水 休   会

 ９月 ５日 木

開   議

午前１０時

１．一般質問 

２．承認第５号～承認第６号 

３．認定第１号～認定第１０号 

４．第３７号議案～第５３号議案 

 [ 質疑・討論・採決・委員会付託 ] 

 ９月 ６日 金 休   会

 ９月 ７日 土 休   会

 ９月 ８日 日 休   会

 ９月 ９日 月 休   会 委員会

 ９月１０日 火 休   会 委員会

 ９月１１日 水 休   会 委員会

 ９月１２日 木 休   会 委員会

 ９月１３日 金 休   会 委員会

 ９月１４日 土 休   会

 ９月１５日 日 休   会

 ９月１６日 月 休   会

 ９月１７日 火 休   会 委員会

 ９月１８日 水 休   会 委員会

 ９月１９日 木 休   会 委員会

 ９月２０日 金 休   会 委員会

 ９月２１日 土 休   会

 ９月２２日 日 休   会

 ９月２３日 月 休   会

 ９月２４日 火 休   会

 ９月２５日 水 休   会

 ９月２６日 木

開   議

午前１０時

１．認定第１号～認定第１０号 

２．第３７号議案～第５３号議案 

３．意見書案第９号～意見書案第１３号 

 ┌ 議案上程・提案理由説明    ┐

 └ 委員長報告・質疑・討論・採決 ┘
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諸 般 の 報 告 

第３回中間市議会定例会 

令和元年９月３日 

（報告書の受領） 

１．地方自治法第２３５条の２第３項の規定により、各会計の例月出納検査結果報告書を、

令和元年６月１４日、７月９日、２６日付で監査委員から下記のとおりそれぞれ受領し

た。 

記 

（１）一般会計及び特別会計  平成３０年度２月分～３月分 

（２）水 道 事 業 会 計  平成３０年度３月分 

（３）病 院 事 業 会 計  平成３０年度２月分～３月分 

２．地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項の規定に基づき、教育に関

する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の結果報告書を、令和元年８月７日付で

教育長から受領した。 

３．中間市債権管理条例第２０条及び中間市債権管理条例施行規則第１２条の規定により、

放棄した私債権の報告書を、８月１６日付で市長から下記のとおり受領した。 

記 

放棄した債権の名称 件  数 金  額 

市有土地建物貸付料 ２件 ２，７１６，２８６円

市営駐車場使用料 １件 １８，９００円

住宅新築資金貸付金 ３２件 １０４，０１９，３２９円

水道料金 ４８９件 １，５８４，５８３円

診療費 １１件 １，７５６，６５０円

４．地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

より、平成３０年度中間市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書を、８月２７日

付で、市長から受領した。 

５．地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、公益財団法人中間市文化振興財団の

経営状況を説明する書類を、８月２８日付で市長から下記のとおり受領した。 
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記 

（１）平成３０年度決算書 

（２）平成３１年度事業計画書 

（３）平成３１年度予算書 

 （意見書の提出） 

 令和元年６月２８日の本会議で可決された下記の意見書を、同日付で関係機関に対して

それぞれ送付した。 

記 

（１） 陸上イージスの配備中止を求める意見書 

（２） 「労働者協同組合法案」の早期制定を求める意見書 
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─────────────────────────────────────────────────── 

令和元年 第３回 ９月（定例）中 間 市 議 会 会 議 録（第１日） 

                           令和元年９月３日（火曜日） 

─────────────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                       令和元年９月３日 午前10時00分開会 

 日程第 １ 会期の決定 

 日程第 ２ 承認第５号 専決処分を報告し、承認を求めることについて 

              （損害賠償の額を定め、和解することについて） 

 日程第 ３ 承認第６号 専決処分を報告し、承認を求めることについて 

              （損害賠償の額を定め、和解することについて） 

（日程第２～日程第３ 提案理由説明） 

 日程第 ４ 認定第１号 平成３０年度中間市一般会計歳入歳出決算認定について 

 日程第 ５ 認定第２号 平成３０年度中間市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決

算認定について 

 日程第 ６ 認定第３号 平成３０年度中間市住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ７ 認定第４号 平成３０年度中間市地域下水道事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ８ 認定第５号 平成３０年度中間市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第 ９ 認定第６号 平成３０年度中間市公共用地先行取得特別会計歳入歳出決

算認定について 

 日程第１０ 認定第７号 平成３０年度中間市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 日程第１１ 認定第８号 平成３０年度中間市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について 

 日程第１２ 認定第９号 平成３０年度中間市水道事業会計利益の処分及び決算認定

について 

 日程第１３ 認定第１０号 平成３０年度中間市病院事業会計決算認定について 

（日程第４～日程第１３ 提案理由説明） 

 日程第１４ 第３７号議案 令和元年度中間市一般会計補正予算（第２号） 

 日程第１５ 第３８号議案 令和元年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第

２号） 
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 日程第１６ 第３９号議案 令和元年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

（日程第１４～日程第１６ 提案理由説明） 

 日程第１７ 第４０号議案 中間市印鑑登録条例の一部を改正する条例 

 日程第１８ 第４１号議案 中間市職員定数条例等の一部を改正する条例 

 日程第１９ 第４２号議案 中間市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例及び

中間市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例 

 日程第２０ 第４３号議案 中間市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改

正する条例 

 日程第２１ 第４４号議案 中間市手数料条例の一部を改正する条例 

 日程第２２ 第４５号議案 中間市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する

条例 

 日程第２３ 第４６号議案 中間市児童遊園設置条例の一部を改正する条例 

 日程第２４ 第４７号議案 中間市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 日程第２５ 第４８号議案 中間市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 日程第２６ 第４９号議案 中間市消防団条例の一部を改正する条例 

（日程第１７～日程第２６ 提案理由説明） 

 日程第２７ 第５０号議案 中間市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

 日程第２８ 第５１号議案 中間市森林環境譲与税基金条例 

（日程第２７～日程第２８ 提案理由説明） 

 日程第２９ 第５２号議案 中間市道路線の廃止について 

 日程第３０ 第５３号議案 中間市道路線の変更について 

（日程第２９～日程第３０ 提案理由説明） 

 日程第３１ 会議録署名議員の指名 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

────────────────────────────── 

出席議員（16名） 

 １番 植本 種實君       ２番 小林 信一君 

 ３番 堀田 克也君       ４番 柴田 芳信君 

 ５番 田口 澄雄君       ６番 田中多輝子君 

 ７番 掛田るみ子君       ８番 草場 満彦君 

 ９番 中尾 淳子君      １０番 山本 慎悟君 
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１１番 安田 明美君      １２番 梅澤 恭徳君 

１３番 柴田 広辞君      １４番 中野 勝寛君 

１５番 井上 太一君      １６番 下川 俊秀君 

────────────────────────────── 

欠席議員（なし） 

────────────────────────────── 

欠  員（１名） 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

市長 ……………… 福田  浩君   副市長 …………… 白尾 啓介君 

教育長 …………… 片平 慎一君   総務部長 ………… 園田  孝君 

市長公室長 ……… 田中 英敏君   市民部長 ………… 安徳  保君 

保健福祉部長 …… 船津喜久男君   建設産業部長 …… 藤田 宜久君 

教育部長 ………… 佐伯 道雄君                    

環境上下水道部長 ………………………………………………… 井上  一君 

市立病院事務長 … 貞末 孝光君   消防長 …………… 三船 時彦君 

総務課長 ………… 後藤 謙治君   財政課長 ………… 蔵元 洋一君 

安全安心まちづくり課長 ………………………………………… 石井 浩司君 

企画政策課長 …… 濱田  学君   市民課長 ………… 松原 邦加君 

人権男女共同参画課長 …………………………………………… 大庭 省二君 

健康増進課長 …… 岩河内弘子君   こども未来課長 … 平川 佳子君 

介護保険課長 …… 冷牟田 均君   都市計画課長 …… 白石 和也君 

建設課長 ………… 原口 憲一君   消防総務課長 …… 伊藤 裕之君 

消防予防課長 …… 林  誠志君                    

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 西村 拓生君       書  記 谷山 隆二君 

書  記 志垣 憲一君       書  記 石田 花野君 

────────────────────────────── 
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午前10時00分開会 

○議長（下川 俊秀君）  

 おはようございます。会議に入ります前に、市長から報告したい旨の申し出があります

ので、これを受けたいと思います。福田市長、はい、どうぞ。 

○市長（福田  浩君）  

 皆様、おはようございます。本会議開始前の貴重なお時間をお借りいたしまして、先月

の２５日に逮捕されました市職員のご報告をさせていただきます。 

 議員の皆様におかれましては、既に、新聞、報道等によりご存じのことと思われますが、

建設産業部建設課土木維持係主査、４８歳の男性職員が逮捕されました。当人は、先月の

２日から病気療養中でありました。事件は８月２４日の午後７時過ぎに、市内長津２丁目

のホテル駐車場で、駐車中の車５台のフロントガラスを棒のようなもので叩き割った器物

損壊容疑で、８月２５日の朝、逮捕されました。 

 また、８月３０日には、同月２３日の夜、同ホテルの駐車場で、車のリアガラスを叩き

割った器物損壊容疑で再逮捕されました。現在は、折尾署に拘留され、取り調べを受けて

いるものと思われますが、本人はよく覚えていないと、容疑を否認しております。市では、

事件の詳細については、まだわかっておりませんが、詳細が判明すれば、今後厳正に対処

いたします。 

 このたびは、市民の皆様、そして議員の皆様に多大なご心配、そしてご迷惑をおかけい

たしまして、まことに申しわけございませんでした。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいまの出席議員は１６名で、定足数に達しております。これより令和元年第３回中

間市議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付しておりますので、ご了承をお願いいたします。 

 この際、日程に入ります前に、諸般の報告を行います。 

 報告事項は、お手元に配付しております。朗読は省略したいと思いますので、ご了承を

お願いいたします。 

 なお、本日の議案等の朗読は省略したいと思いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会期の決定

○議長（下川 俊秀君）  

 これより、日程第１、会期の決定を議題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、お手元の会期日程表のとおり、本日から９月

２６日までの２４日間といたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（下川 俊秀君）  



- 9 - 

 ご異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は２４日間と決しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．承認第５号

日程第３．承認第６号

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第２、承認第５号及び日程第３、承認第６号の専決処分２件を一括議題とい

たします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 承認第５号損害賠償の額を定め、和解することにつきましては、地方自治法第１７９条

第１項の規定により、専決処分といたしましたので、ご報告申し上げます。 

 平成２９年２月２２日午後２時ごろ、本市在住の男性が、本市が管理する公衆用道路を

原付バイクで通行中、舗装がはがれた穴に前輪がはまったことにより転倒し、受傷及び原

付バイクを損傷しました。 

 本件につきましては、事故の発生から約１年６カ月が経過しており、相手方に対して早

急に示談をし、賠償する必要がありましたことから、相手方と本年７月１日付で損害賠償

の額を３３万７８円とし、和解することにつきまして、専決処分といたしました。 

 なお、損害賠償金３３万７８円につきましては、損害保険会社から相手方に直接支払う

こととなっております。 

 つきましては、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、承認を求め

るものでございます。 

 次に、承認第６号損害賠償の額を定め、和解することにつきましては、地方自治法第

１７９条第１項の規定により、専決処分といたしましたので、ご報告申し上げます。 

 本年２月１日午前９時５０分ごろ、本市の職員が、市役所本館３階のエレベーター前を

通過する際、エレベーターから出てきた来庁者である相手方と衝突し、相手方はその衝撃

で横転し、頭部及び腰部を床面に打ちつけました。 

 本件につきましては、事故の発生から約半年が経過しており、相手方に対して、早急に

示談をし、賠償する必要がありましたことから、相手方と本年８月８日付で損害賠償の額

を１０万３,５０２円とし、和解することにつきまして、専決処分といたしました。 

 なお、損害賠償金のうち後期高齢者医療の自己負担分となる１万１,９９０円を相手方

に、９万１,５１２円を福岡県国民健康保険団体連合会に支払うこととなっております。 

 つきましては、地方自治法第１７９条第３項の規定により、議会に報告し、承認を求め

るものでございます。 

 本件発生後、当該職員及び相手方に対し、事故の発生に至る経緯を確認し、相手方に対

しまして複数回訪問し、謝罪を行っております。 
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 また、当該職員には厳重に注意を行っておりますが、今後このような事態が起こらない

よう、全職員に対し指導を行ってまいります。 

 ご審議の上、ご承認賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております、専決処分２件に対する質疑は、９月５日の本会議で行

いますので、ご了承お願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第 ４．認定第 １号

日程第 ５．認定第 ２号

日程第 ６．認定第 ３号

日程第 ７．認定第 ４号

日程第 ８．認定第 ５号

日程第 ９．認定第 ６号

日程第１０．認定第 ７号

日程第１１．認定第 ８号

日程第１２．認定第 ９号

日程第１３．認定第１０号

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第４、認定第１号から日程第１３、日程第１０号までの平成３０年度各会計

決算認定１０件を一括議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 認定第１号から認定第８号までにつきましては、各会計別に一括して提案理由を申し上

げます。 

 まず、一般会計につきましては、歳入及び歳出の差し引き額は４億１,９１０万円の黒

字決算となっております。 

 一般会計の歳入の主なものといたしましては、市税収入が４０億６００万円となり、前

年度と比較いたしますと１８０万円の増額となっております。 

 個人市民税の増額に伴い、市民税は個人、法人合わせて３,５６０万円増額し、軽自動

車税につきましても３６０万円の増額となっております。 

 また、適正な債権管理及び徴収強化に積極的に取り組みました結果、市税徴収率は、前

年度の９６.２％から９６.９％への上昇ということになっております。 

 歳入におけるもう一方の柱でございます地方交付税につきましては、普通交付税と特別

交付税を合わせますと５２億２,１１０万円となり、前年度と比較いたしますと７,３１０万

円の減額となっております。 
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 また、地方交付税を補完いたします臨時財政対策債につきましても、前年度より

８５０万円の減額となる４億８,９８０万円となっております。 

 地方交付税の減額の要因といたしましては、基準財政需要額について、下水道費及び臨

時財政対策債で算入される公債費の増額分以上に、生活保護受給者数の減少に伴い生活保

護費が、算定方法の改定等に伴い高齢者福祉費がそれぞれ減額となったことになどによる

ものでございます。 

 次に、歳出の主なものといたしまして、まず義務的経費につきまして、ご説明を申し上

げます。 

 人件費におきましては、嘱託職員、非常勤職員の雇用の増加により、前年度と比較いた

しまして、４,７９０万円増額いたしております。 

 扶助費におきましては、経済対策臨時福祉給付金支給事業の終了や生活保護受給者数の

減少に伴う生活保護費減額等により、前年度と比較いたしまして１億７,８８０万円減額

の５４億１,５８０万円となっております。 

 公債費におきましては、前年度と比較いたしまして３,９９０万円増額となる、１９億

９,２７０万円となっております。 

 次に、主な事業につきまして、ご説明を申し上げます。 

 総務費におきましては、ふるさと納税管理委託料が１億５,０２０万円増加し、３億

７,４７０万円となっております。これに伴い、ふるさと納税寄附金収入も５億３,９９０万円

と１億９,５００万円増加いたしております。今後とも自主財源確保に努めてまいります。 

 民生費におきましては、保育園の園舎の新築に対する補助、障がい者や障がい者を介助

する人への相談対応、情報提供に積極的に取り組みました。 

 保健衛生費におきましては、乳幼児から高齢者まで幅広い年齢層を対象に、予防接種及

び各種保健事業を実施するとともに、戸別訪問や地域に出向いた健康教育の場を活用し、

積極的な健診受診を勧奨することで、市民の皆様の健康増進への取り組みを継続いたして

おります。 

 労働費におきましては、本市独自で緊急雇用事業を実施するとともに、市内中小企業者

への指導事業等補助金に１００万円を支出するなど、単独事業も積極的に実施し、地域の

実情に合った雇用確保対策を展開いたしております。 

 農林水産業費におきましては、老朽化の進んだ下大隈地区の農業用水路の改良工事に

９９０万円を支出し、農業用水の確保、農産物育成の向上に取り組んでおります。 

 商工費におきましては、中間市チャレンジショップを平成３０年度にオープンさせ、独

立開業を目指す４人の新規起業者の育成支援を行い、中心市街地のにぎわい創出を図りま

した。 

 また、観光施策におきましては、市制６０周年記念式典やにぎわいステージ、遠賀川リ

バーサイドフェスティバルなど、市内各地で開催されたイベント等を通じ、本市の魅力を広
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く発信いたしました。その結果、平成３０年度に本市を訪れた観光客数は９万６,１１４人

となっております。 

 土木費における道路新設改良費につきましては、合計１８件の工事を行っております。 

 住宅費におきましては、中鶴地区公営住宅建替事業として、１億４,０７０万円を支出

し、中鶴地区の住環境整備を推進いたしております。 

 消防費におきましては、Ｊ─ＡＬＥＲＴ新型受信機設置や庁舎非常用電源整備工事実施

設計など防災関連設備の充実を図りました。 

 また、老朽化した防火水槽及び消防団格納庫の改修工事を実施し、消防防災活動の拠点

整備を図っております。 

 教育費におきましては、児童が快適に学習できる教育環境の整備を図るため、小学校

３校のトイレの改善工事及び中学校２校の受変電設備更新工事に１億９０万円を支出いた

しております。 

 なお、トイレの改善につきましては年次的に実施しており、平成３０年度に市内全ての

小学校が完了しましたことから、今年度は中学校を行う予定といたしております。 

 以上が一般会計の決算の概要でございます。 

 引き続き、特別会計につきましてご報告いたします。 

 まず、特別会計国民健康保険事業におきましては、歳入総額は５０億５,２８０万円、

また歳出総額にあっては６０億２２０万円となり、差し引き９億４,９４０万円の不足が

生じました。この中から、前年度繰上充用金１０億１,３９０万円を除く単年度決算につ

きましては、６,４４０万円の黒字決算となっております。この要因といたしましては、

療養費に充当する普通交付金の概算交付額が約５,８００万円の過大交付となったことな

どによるものであり、この過大交付分は、令和元年度に精算予定であることから、国保財

政の根本的な改善には至っておりません。 

 また、国民健康保険税につきましては、被保険者数の減少等により、前年度より

４,１６０万円の減額となっております。収納率に関しましては、現年分、滞納分ともに

上昇し、前年度から１.１１ポイントの上昇となる８２.９５％となっております。 

 次に、国民健康保険の概況でございますが、各月平均の加入者数は、平成３０年度１万

８２８人でございまして、平成２９年度に比べ５３８人減少しております。また、１人当

たりの年間療養諸費は１万７５０円減少し、３２万３,１１７円となっております。 

 平成３０年度から国民健康保険財政の運営を都道府県単位で行っておりますが、今後も、

国民健康保険税の徴収強化及び保健事業を充実し、市民の健康増進を推進することにより

医療費の適正化に努め、福岡県と連携し、国民健康保険財政の健全化を図ってまいる所存

でございます。 

 次に、住宅新築資金等特別会計におきましては、歳入総額、貸付金元利収入等７５０万

円に対し、歳出総額、繰上充用金等３億４,４９０万円で、差し引き３億３,７４０万円の
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収入不足となりました。 

 この不足額につきましては、福岡県住宅新築資金等貸付金助成推進事業の活用及び貸付

金の徴収努力を今後とも継続することにより、その解消を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 地域下水道事業特別会計につきましては、歳入歳出の差引額は１００万円の黒字となっ

ており、その主なものといたしましては、中鶴地区、曙地区の下水処理場等を維持管理す

る経費でございます。 

 次に、公共下水道事業特別会計につきましては、歳入歳出の差引額は３２０万円の黒字

となっております。 

 公共下水道につきましては、中底井野地区の雨水管路整備、長津地区など市内１７地区

の下水道整備を行い、普及率は７６.８％に達しております。また、公共下水道と地域下

水道を合わせた普及率は８７.１％になりましたが、今後も下水道計画を検証しながら、

可能な限り早期普及に努めてまいります。 

 次に、公共用地先行取得特別会計につきましては、平成２７年度をもって地方債の償還

が完了し、新たな用地の取得もないことから、収入支出ともに生じておりません。 

 次に、介護保険事業特別会計保険事業勘定におきましては、歳入５１億２,３９０万円、

歳出４９億１,１７０万円となり、歳入歳出差し引き２億１,２２０万円の黒字決算となっ

ております。本年３月末現在における要介護認定者数は３,３４６人で、前年度に比べ

２.１％増加し、保険給付費は４２億１,３４０万円で、前年度に比べ３,７４０万円、率

にして０.９％増加しております。増加の要因といたしましては、高齢化の進展による認

定者数の増加及び各種介護サービスの増加によるものと考えております。 

 次に、介護サービス事業勘定では、要支援者の年間給付管理件数は７,４１０件であり、

歳入４,１６０万円、歳出２,８００万円となり、歳入歳出差し引き１,３５０万円の黒字

決算となっております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計の決算につきましては、歳入総額７億９,５８０万円、

歳出総額７億７,９５０万円、差引額１,６３０万円の黒字決算となっております。 

 歳入の主なものといたしましては、被保険者からの保険料でございます。 

 また、歳出の主なものといたしましては、福岡県後期高齢者医療広域連合への納付金で

ございます。１,６３０万円の黒字決算となっておりますが、このうち１,５３０万円は市

町村の会計において、出納整理期間中であります４月及び５月に納付されました被保険者

からの保険料でございまして、本年度、福岡県後期高齢者医療広域連合に支出するもので

ございます。 

 今後も、福岡県後期高齢者医療広域連合との連携を密にし、安心、信頼の医療の確保及

び医療費の適正化並びに保険料の収納率向上を図り、なお一層の効率的運営に努力してま

いります。 
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 一般及び特別それぞれの会計における決算概要は以上でございます。 

 最後に、平成３０年度普通会計決算における財政状況でございますが、実質収支は

８,１７０万円の黒字、単年度収支は５,４８０万円の黒字となっております。 

 また、基金残高は前年度から６億６,５５０万円減額の１４億５,２９０万円となり、

４年連続の減額となっております。 

 一方、地方債残高は前年度から１１億７,６００万円減額となる１１６億１,５９０万円

となっております。これで平成１７年度決算から１４年連続して地方債残高の減額を達成

し、ピーク時の約１９６億円から８０億円もの減額となりました。 

 また、地方財政健全化法に基づく各指標につきましては、実質公債費比率が１４.７％、

将来負担比率が６０.７％で、いずれも国が示す早期健全化基準からは下回っているもの

の、他の自治体と比較すると高い数値となっております。 

 さらに、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９９.４％で、以前として財政硬直化

を示す数値となっております。このように、厳しい財政状況にあることには変わりはござ

いません。 

 さらに、今後は人口減少への対応策、加速する少子高齢化に伴う施策の充実、学校教育

環境整備や公共下水道事業推進等の市民ニーズの高い行政サービス及び想定を上回る伸び

を示す社会保障費の財源確保、国民健康保険事業における累積赤字解消といった諸問題も

山積しております。 

 今後も行政の効率化により経費の抑制に努め、持続可能な行財政基盤を確立するという

財政規律を保持しながら、本市の魅力を全力発信することで、地域活性化の取り組みをさ

らに推進し、地方創生の実現を図ってまいる所存でございます。 

 以上、地方自治法第２３３条第３項の規定によりまして、監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付するものでございます。 

 なお、地方自治法２３３条第５項及び第２４１条第５項の規定による説明書類といたし

まして、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書、基金の

運用状況に関する調書、主要な施策の成果に関する報告書をあわせて提出をいたします。 

 次に、認定第９号平成３０年度中間市水道事業会計利益の処分及び決算認定について、

提案理由を申し上げます。 

 まず、利益の処分につきまして、当年度未処分利益剰余金２億５,５１６万８,２５７円

のうち、１億円を建設改良積立金へ積み立て、残余１億５,５１６万８,２５７円を繰り越

すものでございます。 

 次に、決算認定につきましては、収益的収入及び支出における総収益は１０億５１１万

１,２６０円となり、前年度と比較いたしますと５４１万８,７４３円の減額となっており

ます。 

 これに対する総費用といたしましては、９億２,９９０万６,４９８円となり、前年度と
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比較いたしますと２,７０６万４,３０２円の減額となりましたが、当年度の純利益は

７,５２０万４,７６２円となっております。 

 また、資本的収入及び支出における総収入につきましては２億３,１８８万２,５１１円

で、これに対する総支出は６億７,７６３万６,１９２円となり、差し引き４億４,５７５万

３,６８１円の不足が生じましたが、この不足額は、当年度分損益勘定留保資金等で全額

補填いたしております。 

 次に、平成３０年の度給水状況につきましては、給水戸数は２万８,８７３戸で、前年

度より１８０戸増加しておりますが、給水人口につきましては６万１,０９７人で、前年

度より３８６人減少しております。また、有収水量は５５９万４,９９４立方メートルで、

前年度より６万９,７４４立方メートル減少いたしております。 

 近年は、給水人口が減少する傾向が顕著であり、少子化の進展とあわせ、生活様式が多

様化する中、節水意識の向上などにより、給水収益の伸びは期待できない状況でございま

す。それに加え、老朽化した施設の維持に伴う改良等も必要な時期を迎え、費用の増大も

見込まれるなど、水道事業をとりまく経営環境は非常に厳しくなることは予想されますが、

今後も良質な水質の維持、向上に向け、より一層、効率的経営のもと、健全な事業運営を

継続しつつ、安心で安全な水道水の安定供給に努めてまいる所存でございます。 

 以上、地方公営企業法第３０条第４項の規定によりまして、監査委員の意見を付けて議

会の認定に付するものでございます。 

 また、同条第６項の規定により、事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費用明

細書、固定資産明細書及び企業債明細書を議案に添えて提出いたします。 

 次に、認定第１０号平成３０年度中間市病院事業会計決算認定について、提案理由を申

し上げます。 

 初めに、決算の概要につきましてご説明いたします。 

 まず、収益的収支につきましては、経常収益１８億５,３７３万６,７２９円に対し、経

常費用は２０億２４９万９,８４０円となり、１億４,８７６万円の経常損失となりました。

また、総収益１８億５,３８０万１,４７９円に対し、総費用２０億１,５９０万

２,６５２円となり、単年度収支において１億６,２１０万円の純損失となっております。

これにより、前年度繰越欠損金２億７,７１３万５,３３８円に、当年度純損失を加算し、

４億３,９２３万６,５１１円が当年度未処理欠損金となっております。 

 次に資本的収支につきましては、収入１億７,９３０万９,０００円に対しまして、支出

は２億１,０００万３,８２４円となり、これによる差引不足額３,０６９万円につきまし

ては、繰越損益勘定留保資金等で補填し、なお不足する額７１８万円は、一時借入金をも

って措置いたしております。また、患者数につきましては、入院延べ患者数は１万

９,６９４人で、１日平均５４人となっており、外来延べ患者数は５万７,７２４人で、

１日平均２１５人となっております。当院は、地域医療構想における病院機能の役割及び
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医療提供体制を検討する重要な時期を迎えており、現在、今後のあり方を議論していると

ころでございます。 

 昨年度は赤字決算となりましたが、市民の健康保持が最優先であることを念頭に置きつ

つ、欠損金の解消と健全経営に向けた抜本的な取り組みを、引き続き進めてまいる所存で

ございます。 

 以上、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて、議会の

認定に付するものでございます。 

 また、同条第６項の規定により、キャッシュ・フロー計算書、収益費用明細書、固定資

産明細書及び企業債明細書を議案に添えて提出いたしております。 

 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております各会計決算認定１０件に対する質疑は、９月５日の本会

議で行いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１４．第３７号議案

日程第１５．第３８号議案

日程第１６．第３９号議案

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第１４、第３７号議案から日程第１６、第３９号議案までの令和元年度補正

予算３件を一括議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 第３７号議案令和元年度中間市一般会計補正予算（第２号）について提案理由を申し上

げます。 

 今回の補正の主なものといたしましては、歳入につきまして普通交付税及び臨時財政対

策債が決定いたしましたことから、その額を補正いたしております。 

 普通交付税におきましては、当初予算計上額とほぼ同額の４５億５５０万円となり、

３０万円増額いたしております。他方、普通交付税の補完財源であります臨時財政対策債

におきましては、地方財政計画により前年度比１８.３％の減額と示されておりましたこ

とから、これに基づいた予算措置を行っておりました。しかしながら、当初予算計上額を

下回る３億９,２８０万円と決定されましたことから、７３０万円減額いたしております。 

 歳出につきましては、まず、債務負担行為補正といたしまして、オープンシステム賃借

料を計上いたしております。前年度も同じ内容の債務負担行為を計上しておりましたが、

予算執行に至らなかったため、今回再度計上するものでございます。なお、債務負担行為

の期間は、令和２年度から令和６年度まで、限度額は３億３００万円といたしております。 
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 次に、来月に予定されております消費税及び地方消費税率の引き上げに伴うものといた

しまして、現在設定いたしております債務負担行為のうち、契約金額が変更になるものに

ついて追加計上するものでございます。なお、市税等納付書読取機賃借料を初め８件、限

度額は合計で３２０万円といたしております。 

 その他歳出の主なものといたしましては、まず、総務費におきまして個人番号カード等

交付事務に要する経費として２０万円を計上し、タブレット端末の導入により個人番号

カードの普及促進を図ります。 

 民生費におきましては、消費税増税の影響緩和策として、低所得者第１号被保険者に対

する介護保険料の減額が実施されることに伴い、介護保険事業特別会計繰出金を６００万

円計上いたしております。 

 また、子育て世帯を応援するために、未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給

付金として１２０万円、保育所等の利用料を無償化する経費として２,６５０万円、教育

費におきましても、幼稚園の利用料を無償化する経費として８,４４０万円を計上いたし

ております。また、私立幼稚園への就園を奨励する制度から幼稚園の利用料を無償化する

制度に移行したことに伴い、私立幼稚園就園奨励費補助金を４,１１０万円減額いたして

おります。 

 農林水産業費におきましては、本年度から森林環境譲与税の創設に伴い、市民ホールの

一部に木材利用の促進を目的とした木製ローカウンターを導入するための経費として

１６０万円を計上いたしております。 

 教育費におきましては、幼稚園の副食費の補助として４９０万円、小学生及び中学生の

新入学学用品費を、入学後支給から入学前支給に変更するための経費として１,０８０万

円を計上いたしております。 

 その他、歳入の主なものといたしましては、減収補填特例交付金１１０万円、保育・幼

児教育の無償化に伴って新設されました、子ども・子育て支援臨時交付金４,６９０万円、

介護保険の保険料の負担軽減に伴う国庫及び県負担金１,１９０万円、保育所等の利用料

の無償化に伴う国庫及び県負担金５,０９０万円、幼稚園の利用料の無償化に伴う国庫及

び県負担金６,３３０万円、未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金の事業

費及び事務費を１５０万円、幼稚園の副食費に対する国庫及び県補助金３２０万円、個人

番号カード等交付事務に対する国庫補助金２０万円、幼児教育無償化を円滑に実施するた

めの県補助金１,４２０万円、森林環境譲与税基金繰入金１６０万円をそれぞれ追加計上

する一方、保育料無償化に伴う保育料徴収金を２,５７０万円、財政調整基金繰入金を

８,４２０万円減額いたしております。 

 冒頭に述べましたとおり、臨時財政対策債につきましては、当初予算から減額となって

おり、平成３０年度決算額と比較いたしましても、９,７００万円の減額となっておりま

すことから、引き続き限られた財源を最大限に活用し、効果的な財政運営に努めてまいり
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ます。 

 以上により、歳入歳出それぞれ９,４０６万８,０００円を追加し、予算総額を１８８億

２,９５７万８,０００円とするものでございます。 

 次に、第３８号議案令和元年度中間市特別会計国民健康保険事業補正予算（第２号）に

ついて提案理由を申し上げます。 

 今回の補正予算の内容といたしましては、消費税法の一部改正により、来月１日から消

費税率及び地方消費税率が引き上げられることに伴い、現在設定しております債務負担行

為の限度額に変更が生じる２件について、増額分を追加計上するものでございます。 

 第３９号議案令和元年度中間市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）について提案

理由を申し上げます。 

 まず、保険事業勘定の歳出といたしましては、平成３０年度事業における介護給付費の

確定に伴う償還金といたしまして、国庫負担金返還金５,１９０万円、県負担金返還金

６６０万円、また地域支援事業費の確定に伴う償還金といたしまして国庫返還金１１０万

円、県返還金５０万円を増額いたしております。また、人事異動に伴う職員人件費所要額

の振替調整を行っております。 

 保険事業勘定の歳入といたしましては、介護保険料低所得者軽減措置における一般会計

繰入金を１,１９０万円、平成３０年度事業における介護給付費の確定に伴う追加交付金

といたしまして、支払基金交付金を９８０万円増額いたしております。 

 また、職員人件費の振替調整に伴い、国庫、県及び支払基金の各地域支援事業交付金を

合わせて３３０万円増額し、一般会計繰入金を５８０万円減額いたしております。 

 さらに、歳出補正に伴う財源調整といたしまして、前年度繰越金を３,７６０万円追加

いたしております。 

 次に、介護サービス事業勘定の歳入といたしましては、先に申し上げました職員人件費

の振替調整に伴う歳出の増額に対応するものとして、居宅支援サービス計画費収入を

４２０万円追加いたしております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ６,３１８万５,０００円を追加し、介護サービス事業勘

定を加えた予算総額を、歳入歳出それぞれ５１億６,３５７万５,０００円とするものでご

ざいます。 

 次に、債務負担行為の補正といたしましては、第８期中間市高齢者総合保健福祉計画策

定支援業務を委託するための経費について、債務負担行為を設定するものでございます。

なお、債務負担行為の期間は今年度から令和２年度まで、限度額は５７０万円といたして

おります。 

 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております令和元年度補正予算３件に対する質疑は、９月５日の本
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会議で行いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１７．第４０号議案

日程第１８．第４１号議案

日程第１９．第４２号議案

日程第２０．第４３号議案

日程第２１．第４４号議案

日程第２２．第４５号議案

日程第２３．第４６号議案

日程第２４．第４７号議案

日程第２５．第４８号議案

日程第２６．第４９号議案

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第１７、第４０号議案から日程第２６、第４９号議案までの条例改正１０件

を一括議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 第４０号議案中間市印鑑登録条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し上げ

ます。 

 今回の条例改正は、社会において旧姓を使用しながら活動する女性が増加している中、

さまざまな活動の場面で旧姓を使用しやすくなるよう、住民票、個人番号カード等への旧

氏記載にかかる累次の閣議決定等がなされたことを踏まえ、住民基本台帳法施行令等の一

部を改正する政令により、住民基本台帳法施行令が改正され、本年１１月５日に施行され

ることに伴うものでございます。 

 主な改正内容といたしましては、政令の改正により、婚姻等で氏に変更があった場合で

も、申し出により従来称してきた氏を住民票等に併記し、公証することができるようにな

りましたことから、閣議決定等の主旨を踏まえ、印鑑登録に関しましても、住民票に旧氏

の記載がある方については、旧氏での印鑑登録を認めるものでございます。 

 なお、条例の施行日につきましては、政令の施行日にあわせ、令和元年１１月５日とい

たしております。 

 次に、第４１号議案中間市職員定数条例等の一部を改正する条例について提案理由を申

し上げます。 

 このたびの条例改正は、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律により、会

計年度任用職員制度が創設され、来年４月１日から施行されることに伴うものでございま

す。 
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 会計年度任用職員は、非常勤職員等の適正な任用の確保等を目的として創設されたもの

であり、法律上、任用根拠が明確化されるとともに、一般職職員の服務に関する各規定が

適用され、かつ、懲戒処分等の対象となるなど、身分取扱いの厳格化が図られておりまし

て、会計年度任用職員を任用する自治体におきましては、これらに関する条例その他の例

規の整備を行う必要が生じております。 

 条例の主な内容といたしましては、中間市職員定数条例その他の本市の関係条例につい

て、会計年度任用職員に係る規定を加える等の改正を行うものでございます。また、用字

用語の見直し等もあわせて行っております。 

 なお、条例の施行日につきましては、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法

律の施行日に合わせまして、令和２年４月１日といたしております。 

 次に、第４２号議案中間市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例及び中間市一

般職職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し上げます。 

 このたびの条例改正は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として、

先の国会におきまして、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための

関係法律の整備に関する法律により地方公務員法の一部が改正され、本年１２月１４日に

施行されることに伴うものでございます。 

 主な改正内容といたしましては、地方公務員法におきまして、成年被後見人及び被保佐

人の人権が尊重され、成年被後見人等であることを理由に不当に差別されないよう、地方

公務員の欠格条項から成年被後見人等に係る規定が削除されましたことから、条例におき

まして、これに該当した場合における失職に係る取り扱いを定める規定を削除するもので

ございます。 

 なお、条例の施行日につきましては、地方公務員法の一部改正の施行日に合わせ、令和

元年１２月１４日といたしております。 

 次に、第４３号議案中間市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条

例について提案理由を申し上げます。 

 このたびの条例改正は、中間市職員としての一層の自覚と非違行為の抑止効果を高める

ことを目的とするものでございます。 

 主な改正内容といたしましては、現在、本市では中間市職員の懲戒の手続及び効果に関

する条例において、減給及び停職の期間の上限を６カ月と規定しておりますが、国及び県

が規定する期間の上限にあわせ、その上限を１年に変更するものでございます。 

 なお、条例の施行日につきましては、職員への周知期間を考慮し、令和２年１月１日か

ら施行することといたしております。 

 次に、第４４号議案中間市手数料条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し

上げます。 

 今回の条例改正は、消費税及び地方消費税の税率の引き上げに伴い、地方公共団体の手
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数料の標準に関する政令の一部を改正する政令が本年５月２４日に公布され、同政令に規

定する手数料の額の標準が見直されたことに伴うものでございます。 

 改正の内容といたしましては、消防法に基づく危険物施設の審査、検査に関する手数料

のうち、特定屋外タンク貯蔵所等の設置の許可の申請に係る審査の手数料の額につきまし

て、政令の基準額が引き上げられましたことから、これと同額に引き上げるものでござい

ます。 

 なお、条例の施行日につきましては、政令の施行日にあわせ、令和元年１０月１日とい

たしております。 

 次に、第４５号議案中間市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて、提案理由を申し上げます。 

 今回の条例改正は、災害弔慰金の支給等に関する法律及び災害弔慰金の支給等に関する

法律施行令が改正され、本年８月１日から施行されたことに伴うものでございます。 

 主な改正内容といたしましては、まず、償還金の支払猶予、償還免除、報告等について、

条例で引用する法及び政令の条項を改めるものでございます。 

 また、法において市町村は災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関する事項を調査審

議するため、条例の定めるところにより審議会その他の合議制の機関を置くように努める

ものとするとされましたことから、当該合議制の機関として災害弔慰金等支給審査委員会

を設置するものでございます。 

 また、このことに伴いまして、附則において、中間市特別職職員の給与等に関する条例

を改正し、災害弔慰金等支給審査委員会の委員の報酬に関する規定を加えるものでござい

ます。 

 なお、条例の施行日につきましては、公布の日といたしております。 

 次に、第４６号議案中間市児童遊園設置条例の一部を改正する条例について、提案理由

を申し上げます。 

 今回の条例改正は、現在実施しております中鶴地区建替事業におきまして、中鶴改良住

宅から中鶴更新住宅への建てかえを行うに当たり、条例で定める児童遊園のうち、中鶴

１区児童遊園の敷地を利用いたしますことから、当該児童遊園を廃園とするものでござい

ます。 

 なお、条例の施行日につきましては、公布の日からといたしております。 

 次に、第４７号議案中間市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し上げます。 

 今回の条例改正は、内閣府令であります特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準の一部が改正されたことに伴うものでございます。 

 主な改正内容としましては、まず、保育所、認定こども園等において、保育料が無償と

なる３歳児以上クラスに在園する児童について、保護者から受領する費用として、副食費



- 22 - 

が設けられましたことから、その内容及び所得、子どもの人数等による取り扱いの基準に

ついて、内閣府令に準じ定めるものでございます。 

 次に、特定地域型保育事業者につきまして、利用児童に対する保育の適正かつ確実な提

供及び同事業者による保育の提供が終了した満３歳以上の児童に対する必要な教育または

保育の継続的な提供のため、来年３月３１日までの猶予期間を設けた上で、連携施設の適

切な確保を義務づけておりますところ、連携協力を行う者として小規模保育事業Ａ型事業

者等を認めるなど、連携の対象とする施設を拡充し、また特定地域型保育事業者のうち特

定保育所型事業所内保育事業者を除き、当該猶予をさらに５年延長する等の措置を講ずる

ものでございます。 

 また、子ども・子育て支援法において支給認定を特定教育・保育給付認定に改める等の

用語の整理が行われましたことから、条例におきましてもこれを改め、あわせて、用字用

語の見直しを行っております。 

 なお、条例の施行日につきましては、令和元年１０月１日といたしております。 

 次に、第４８号議案中間市市営住宅条例の一部を改正する条例について、提案理由を申

し上げます。 

 本市におきましては、中鶴地区の市営住宅が耐用年限を迎え、老朽化していること、ま

た、耐震性が低いことなどから、平成２４年度に策定されました中間市公営住宅長寿命化

計画に基づき、中鶴地区建替事業を実施しております。同事業により、現在、更新住宅

（１期）が建設されておりますところ、今回の条例改正は、市営住宅の区分の一つである

更新住宅が新設されることに伴うものでございます。 

 改正の主な内容といたしましては、更新住宅の新設に伴い、条例におきましても、新た

に更新住宅の設置、定義、入居資格等に係る規定を設けるものでございます。また、条例

における用字用語の見直し等につきましても、あわせて行っております。 

 なお、条例の施行日につきましては、更新住宅（１期）の竣工予定が今月末であり、来

月から入居対象者が順次入居する予定となっておりますことから、令和元年１０月１日と

いたしております。 

 次に、第４９号議案中間市消防団条例の一部を改正する条例について、提案理由を申し

上げます。 

 今回の条例改正は、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく措置として、成年

被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律

により地方公務員法の一部が改正され、本年１２月１４日に施行されることを踏まえたも

のでございます。 

 主な改正内容といたしましては、先の第４２号議案でご説明申し上げましたとおり、成

年被後見人等の人権の尊重を目的として、地方公務員法におきまして、欠格条項から成年

被後見人等に係る規定が削除されましたことから、係る目的を踏まえまして、条例におき
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ましても、消防団員の欠格条項から成年被後見人等を削除するものでございます。また、

用字用語の見直しもあわせて行っております。 

 なお、条例の施行日につきましては、令和元年１２月１４日といたしております。 

 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております条例改正１０件に対する質疑は、９月５日の本会議で行

いますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２７．第５０号議案

日程第２８．第５１号議案

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第２７、第５０号議案及び日程第２８、第５１号議案の条例制定２件を一括

議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 第５０号議案中間市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例について、提案

理由を申し上げます。 

 この条例は、先に第４１号議案でご説明申し上げましたとおり、地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法律により、会計年度任用職員制度が来年４月１日から創設され

ることから、会計年度任用職員として任用される者に係る給与、費用弁償及び期末手当の

支給等について定めるものでございます。 

 なお、条例の施行日につきましては、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法

律の施行日にあわせ、令和２年４月１日といたしております。 

 次に、第５１号議案中間市森林環境譲与税基金条例について、提案理由を申し上げます。 

 この条例は、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、森林の整備及びその

促進に関する施策の財源に充てるため、森林環境譲与税を積み立て、運用するための基金

を設置するものでございます。 

 条例の主な内容といたしましては、平成３１年度税制改正により国において創設されま

した、森林環境税及びその一部が市町村に譲与される森林環境譲与税につきまして、森林

環境税及び森林環境譲与税に関する法律の規定により、森林環境譲与税の総額を、森林の

整備及び促進に関する施策に充てなければならないとされておりますことから、その使途

及び収支の管理を目的として、地方自治法第２４１条第１項及び第８項の規定に基づき、

中間市森林環境譲与税基金を設置し、その管理及び処分に必要な事項を定めるものでござ

います。 

 なお、条例の施行日につきましては、公布の日といたしております。 
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 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております条例制定２件に対する質疑は、９月５日の本会議で行い

ますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２９．第５２号議案

日程第３０．第５３号議案

○議長（下川 俊秀君）  

 次に、日程第２９、第５２号議案及び日程第３０、第５３号議案の市道路線２件を一括

議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。福田市長。 

○市長（福田  浩君）  

 第５２号議案中間市道路線の廃止について、提案理由を申し上げます。 

 今回、廃止をいたします路線は、中鶴３１号線、中鶴３５号線及び中鶴３６号線の３路

線でございます。 

 これらの路線につきましては、現在実施しております中鶴地区建替事業により既存の改

良住宅を更新住宅に建てかえるに当たり、改良住宅解体後の用地と合わせて更新住宅

（２期）の建設予定地に含まれることとなっており、一般交通の用に供する必要がなくな

りましたことから、廃止するものでございます。 

 なお、改良住宅の解体につきましては、今月末が竣工予定となっている更新住宅

（１期）への入居予定者の移転完了後に行うこととしております。 

 以上により、３路線を廃止するに当たり、道路法第１０条第３項の規定により、議会の

議決を求めるものでございます。 

 次に、第５３号議案中間市道路線の変更について、提案理由を申し上げます。 

 今回、変更をいたします路線は、中鶴３０号線の１路線でございます。 

 この路線につきましては、先ほど第５２号議案でご説明申し上げました中鶴地区建替事

業におきまして、当該路線の一部が更新住宅（２期）の建設予定地となっておりますこと

から、これを変更するものでございます。 

 道路の概要といたしましては、幅員２.８７メートル、実延長１２９.１２メートルを、

幅員２.３３メートル、実延長１３.５メートルに変更するものでございます。 

 以上のとおり、路線を変更するに当たり、道路法第１０条第３項の規定により、議会の

議決を求めるものでございます。 

 ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（下川 俊秀君）  

 ただいま議題となっております市道路線２件に対する質疑は、９月５日の本会議で行い
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ますので、ご了承をお願いいたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３１．会議録署名議員の指名

○議長（下川 俊秀君）  

 これより日程第３１、会議録署名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第８５条の規定により、議長において小林信一君及

び中野勝寛君を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（下川 俊秀君）  

 以上で、本日の日程は全て終了いたしましたので、本日はこれにて散会いたします。 

午前11時02分散会 

────────────────────────────── 
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